
横浜市立東台小学校いじめ防止基本方針 

策定日 平成２６年３月 

改定日 令和６年 ３月１８日 

１．いじめ防止に向けた学校の考え方 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

いじめは、子どもの健全な成長を阻害する要因となるだけに留まらず、子どもの将来に深刻な影響を及ぼすものです。 

いじめは、どの学校にも、どのクラスにも、どの子にも起こりうる人権侵害であることを意識し、全職員でチーム力を生かし、

人権尊重の醸成と人間性豊かな児童の育成に努めます。 

 

２．組織的な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本方針・横浜市の基本方針 

職員・子どもたちの認識 

学校教育目標 
いじめとは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学

校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある

他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為

（インターネットを通じて行われるものを含む。）であっ

て、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じ

ているもの」をいう。 

一人ひとりが輝く光の子 

自他の生命を大切にし、心身共に健康に生きようとする

子を育てます 

相手が嫌な思いをしたらいじめとなる、また、いじめは

絶対にゆるされるものではない、という意識 

 

未然防止 

早期発見 

早期対応 

適切な 

対処・処置 

 

解消 

・学級風土づくり 

・授業改善 

・適切な人間関係の 

確立 

・自他肯定 

・有用感醸成 

 
・アンケートや面談の実施 
（５月と１２月） 
 

・いじめを見逃さない 

ための体制強化 

・教育相談体制の充実 

・教職員の人権意識の 

 向上 

継続した見守りをし、 

・いじめの行為が少なくとも 

３か月やんでいること、 

・被害児童が心身の苦痛を 

感じていないこと、 

・保護者の同意を得たこと 

の条件を満たし解消とする 

・教職員の組織的対応 

・被害児童への支援 

・被害児童保護者への支援 

・加害児童への指導 

・加害児童保護者への助言 

・関係機関との連携 



【年間計画】 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

            

３．組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．重大事態への対処 

 いじめ防止対策推進法第２８条第１項においては、いじめの重大事態の定義は、「いじめにより当該学校に在籍する児童

等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同項第１号）、「いじめにより当該学校に在籍

する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」（同項第２号）とされていま

す。 

（１）報告 

  学校は、重大事態と思われる案件が発生した場合は直ちに教育委員会に報告します。 

（２）調査・報告 

  学校は、「いじめ防止対策委員会」を中核として、直ちに対処するとともに、再発防止も視点におき、客観的な事実関係  
を「調査」します。調査結果を教育委員会に報告し、教育委員会の指示がある場合は、その指示のもと対処していきま
す。 

（３）児童、保護者への報告 

  学校は、いじめを受けた児童や保護者に対して、調査によって明らかになった事実関係を、関係者の個人情報や他の児
童に配慮し、報告します。 

児童の実態把握・情報交換（毎月） 

いじめ解決生

活アンケート 

いじめ解決生

活アンケート 

心理や福祉の専門家・弁護士・医師など 

Y-P アセ

スメント 

学校長、副校長、主幹教諭、教務主任、学年主

任、児童支援専任、養護教諭、特別支援コーデ

ィネーター等で構成します。また、必要に応じて

関係児童の担任、学年が加わります。 

未然防止、早期発見・対応、適切な対処・処置

について、組織的に取り組めるよう、中核となっ

て判断や行動をします。 

月に 1回、児童の実態把握、情報共有を行い、

いじめが発生した場合には臨時に開催し、早

急に対応します。 

Y-P アセ

スメント 

学校の

きまり

の確認 

防犯教室 

サイバー

犯罪防止

教室 

いじめ

防止基

本方針

の 

見直し 

人権月間 

児

童 

理

解 

研

修 

人権月間の取組 


